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全中貿はジェトロ大阪本部と共催し、8 月下旬（8 月 19 日～24 日）に予定している、極東ロシア経済交流派遣団

の事前勉強会を開催しました。（参加者は派遣団の団員中心の 30名） 

セミナーの内容（案内）は以下の通りです。 

 

 経済制裁など対外経済環境に不透明さは残るものの、ロシア経済は消費を含め回復傾向にあります。そのような中、

ロシア政府は資源輸出に依存した経済構造の変革を図る起爆剤の一つとして「中小企業振興」に注力しています。 

支援機関を設置し企業、金融、販路開拓などの支援を強化するとともに、労働生産性向上に向けてハイテク産業を 

中心としたスタートアップ基盤の整備も進めています。 

 

製造業における中小企業の育成、スタートアップの振興は、設備や機材の提供、技術協力、生産委託など、日本 

企業にとっての新たなビジネスチャンスになることが期待されます。また、潜在的なビジネスパートナーとなる 

中小企業の経営が改善することは、取引リスクの緩和にもつながります。 

 

 本勉強会では、刻々と変化するロシア中小企業のビジネス環境や経営の傾向、ロシア・ビジネスに取り組む日本の

事例から、中小企業がロシア市場を開拓する際のポイントを整理してご紹介します。 

1. 「日ロ中小企業交流の未来と課題」のセミナー開催・・・・・・・・・・・・・・・ 

日 時 2018 年 8 月 1 日(水) 14：00～16：30 

場 所 
日本貿易振興機構（ジェトロ）大阪本部 大会議室 

（大阪市中央区安土町 2－3－13 大阪国際ビルディング 29階） 

内 容 

講演１．「ロシア中小企業の現状と政府の中小企業振興戦略」 

    ①ロシア経済概況 

    ②経済構造の変革に向けたロシアの中小企業振興戦略 

    ③日本の中小企業によるロシア・ビジネス事例 

    海外調査部 欧州ロシア CIS課 戒 佑一朗 

講演２．「ロシアの中小企業向け個別支援策と中小企業の経営状況」 

    ①中小企業支援機関の活動内容 

    ②中小企業向け融資状況 

    ③中小企業の経営状況 

    ④スタートアップ支援策、有力スタートアップ企業の紹介 

    ⑤ロシア側から見た日ロ中小企業交流の課題・展望 

    モスクワ事務所 所員 齋藤 寛 

講演３．「中小企業のロシア・ビジネスにおけるポイント」 

     ジェトロ ロシア・ビジネス支援専門家 石原 千歳 

主催・共催 全国中小貿易業連盟、日本貿易振興機構（ジェトロ）大阪本部 



2         ［平成 30年 全中貿ニュース 9月号］ 

 

 極東ロシア経済交流派遣団事前勉強会会場風景 
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  全中貿は大阪連盟の事業として、8月 9日（木）に神戸港の施設見学会を実施致しました。 

遊覧船「ファンタジー号」に乗船しながら、海から港湾内の物流関連施設を見学するもので、大阪連盟

と兵庫連盟の会員を中心に総勢 90名の参加を見ました。船内で神戸港振興協会の森田参与より主要な 

施設について詳しくご説明頂きました。参加者は各企業の新入社員の方々も多く含まれ、神戸港の 

大規模な造船所、物流倉庫、ガントリークレーンなどに驚かされたと言う意見が多く聞かれました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 神戸港施設見学会の開催･・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 



4         ［平成 30年 全中貿ニュース 9月号］ 

  



5         ［平成 30年 全中貿ニュース 9月号］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 大阪市立地促進助成金制度・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
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▶本ニュースに関するご照会・ご意見等は、全中貿事務局 (大洋株式会社内) 鹿内 までお願いします。 

全中貿事務局  TEL/ 06-6443-5810  E-MAIL / zenchubo.jimukyoku@jafta.jp 

 


